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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、新株引受権付社債及び転換社債を発行していないた

め記載しておりません。 

３．第24期中は、決算期の変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

４．第24期は、決算期の変更により６カ月間となっております。 

５．第25期中、第26期中及び第25期は、中間連結財務諸表または連結財務諸表を作成していないため記載してお

りません。 

回次 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成14年 
４月１日 

至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成13年 
10月１日 

至平成14年 
３月31日 

自平成14年 
４月１日 

至平成15年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 8,653,131 － 

経常利益 （千円） － － 329,692 － 

中間（当期）純利益 （千円） － － 64,116 － 

純資産額 （千円） － － 5,352,931 － 

総資産額 （千円） － － 9,948,238 － 

１株当たり純資産額 （円） － － 411.58 － 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
（円） － － 4.93 － 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
（円） － － － － 

自己資本比率 （％） － － 53.8 － 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（千円） － － △168,923 － 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（千円） － － △225,795 － 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（千円） － － △245,962 － 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
（千円） － － 1,011,000 － 

従業員数 （人） － － 1,324 － 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第24期は新株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため、第25期中は新株予約権付社債等潜在株式がないため、第25期及び第26期中は１株当た

り当期純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第24期中は、決算期の変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

４．第24期は、決算期の変更により６カ月間となっております。また、連結財務諸表を作成してるためキャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておりません。 

５．第24期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当

期）純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の各数値は発行済株式総数から自己

株式数を控除して計算しております。 

回次 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成14年 
４月１日 

至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成13年 
10月１日 

至平成14年 
３月31日 

自平成14年 
４月１日 

至平成15年 
３月31日 

売上高 （千円） 7,926,891 7,443,090 8,653,131 16,742,714 

経常損益 （千円） △173,460 △91,272 324,469 △175,767 

中間（当期）純損益 （千円） △288,647 △84,444 79,756 △700,919 

持分法を適用した場合の投資

損失 
（千円） △20,449 △20,078 － △40,449 

資本金 （千円） 1,180,897 1,180,897 1,180,897 1,180,897 

発行済株式総数 （株） 13,034,660 13,034,660 13,034,660 13,034,660 

純資産額 （千円） 4,946,554 4,389,560 5,329,684 4,492,095 

総資産額 （千円） 9,580,777 9,548,131 9,927,597 10,004,082 

１株当たり純資産額 （円） 383.81 350.67 409.79 352.83 

１株当たり中間（当期）純損

益金額 
（円） △22.28 △6.70 6.13 △54.42 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 
（円） － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額 
（円） － － 5.0 5.0 

自己資本比率 （％） 51.6 46.0 53.7 44.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） △296,058 △204,551 － △583,935 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） △150,583 75,056 － △425,257 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 278,012 34,644 － 1,143,344 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 
（千円） 800,184 1,008,115 － 1,102,965 

従業員数 （人） 1,384 1,400 1,324 1,335 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、休職者（4人）出向者（12人）及び契約社員（4人）は含まれておりません。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

（子会社） 

㈱ＩＫＩアットラー

ニング 

東京都港区 20 情報サービス 100.0 
役員の兼任３名 

（当社役員） 

平成15年９月30日現在

従業員数（人） 1,400 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、企業の景況感の回復に伴い、設備投資が増加傾向を示す中、生産の持ち直しや

株価の上昇から、雇用・所得環境も安定して推移し、いままで低調であった個人消費の動きにも明るい兆しが見え

始め、景気は緩やかながらも回復の動きが出てまいりました。 

  このような中にありながらも、当情報サービス業界では、企業再編に伴うシステム再構築のための投資が一巡し

たことやシステム関連の投資内容の選別、投資コスト削減等の動きが根強く残り、情報化投資は総じて低調に推移

いたしました。 

  しかしながら、中期的には企業の効率的かつ戦略的な経営を実現するためのシステム化のニーズは高まってお

り、当社はこのような視点に立ち、単なるシステム化にとどまらず、コンサルティングからシステムの開発、保

守、マネージメントまでを行う一貫したサービスの提供を指向するとともに、顧客の持つビジネス上の課題を情報

システムと関連付けて、新たなビジネスプロセスとして解決策を提案するソリューションサービスの拡充を図って

まいりました。また、引き続きプロジェクト管理の強化に努めるとともに、優れた人材の確保・育成にも精力的に

取り組んでまいりました。 

  具体的には、本年４月に組織機構の抜本的な改革を実施し、これを通じて次の施策を講じました。 

①従来研究開発部門に属していたコンサルティング部門をシステム開発のソリューション部門に移管し、生産ラ

インを一体化することにより、業務の迅速な連携ができる体制を構築いたしました。 

②研究開発部門を全社的な業務領域に係る技術研究やマーケティング業務を担う部門に改編いたしました。研究

開発部門では、多くのテーマの中から有用性のある数件のテーマを絞り込み、これを事業化に結びつける活動を

行ってまいりました。 

③事業の効率的な運営を行うため、地方での分散開発体制を構築いたしました。具体的には、支社営業所をなく

し、営業機能を本社に一本化し、これらの地方拠点については、営業効率を高め、地場マーケットの開拓と首都

圏に集中する業務の分散開発を行う「センター」へと機能を転換いたしました。 

④品質管理システム（ＩＱＭＳ）とリスク管理システム（ＰＲＡ）の機能を向上させ、個別プロジェクトに関す

る採算管理、進捗管理、品質管理の徹底を図ってまいりました。 

⑤教育研修体制については、技術・実務教育部門と一般教育部門の組織を一体化し、カリキュラムも効率的なも

のに変更いたしました。 また、人材の有効活用にも積極的に取り組んでまいりました。 

  当中間期の業績でありますが、前期に引き続き、当中間期におきましても、顧客の情報化投資に対する姿勢には

依然として厳しい面が見られ、価格面での引下げや業務量縮小の要請が相次ぎました。 

  このため、売上高につきましては、７,４４３百万円（前年同期比６.１％減）と伸び悩みました。 

  一方、利益面では、プロジェクト管理の強化施策や経費削減の効果が現れ、経常損失９１百万円、中間純損失 

８４百万円と損失計上ながら、利益率は大幅に改善され、今後の業績回復に向けての足掛かりをつかむことができ

ました。 

  当中間期の品目別の状況は次のとおりであります。 

  コンサルティング・サービス業務では、合併を契機として行政の電子化を目指そうとする地方自治体を対象とす

るＩＴシステム統合関連のコンサルティング業務の拡大を関連会社と連携することにより進めてまいりました。ま

た、全国ネットの総合的な物流システムの構築にコンサルティング段階から取り組んでまいりました。マーケティ

ング分野では、食品の安全性、環境配慮をテーマとし独自企画商品「エコ・フード意識調査」を今年も内容を充実

し販売いたしました。この結果、当中間期の売上高は５４３百万円（前年同期比５３.３％増）となりました。 

  システム・インテグレーション・サービス業務は、証券・金融、情報・通信、サービス・産業、社会・公共の各

分野から引き続き受注を得ることができ、とくに証券決済システム、証券業の基幹システム、移動体通信関連シス

テム、広告業の基幹システム構築など大型開発案件の受注に成功いたしました。 

  しかし、従来の金融関係の大型案件が相次いで終了いたしました。この結果、当中間期の売上高は５,２６２百

万円（前年同期比１０.５％減）となりました。なお、当中間期は、前期まで複数の案件で発生した品質、見積

り、設計上の問題を業務管理強化により大幅に縮減し予定外の費用発生を押えた結果、利益率は前年より改善いた

しました。 

  システムマネージメントサービス業務は、需要環境がなお低調な中で、汎用システム、クライアントサーバシス

テム、通信ネットワークシステム等の運用サービスのほか、電子商取引を行う顧客に対してインターネット事業の

運用を代行するインターネットデータセンターサービス業務、さらに官庁関係の運用支援などシステム運用に関す



る総合的なサービスを提供してまいりました。この結果、当中間期の売上高は１,５４７百万円（前年同期比４.７

％減）となりました。 

  商品販売（ソフトウェア・プロダクト、コンピュータ及び関連機器消耗品の販売）は８８百万円（前年同期比 

１６３.６％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ９４百万円減少し

当中間会計期間末には１,００８百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は２０４百万円(前年同期比３０.９％減)となりました。 

これは主に売上債権の減少５４２百万があったものの、税引前中間純損失１６６百万円を計上したこと及びたな

卸資産の増加４０７百万円、仕入債務の減少１９５百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は７５百万円(前年同期は使用した資金１５０百万円)となりました。 

これは主に保険積立金の解約返戻金７４百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は３４百万円(前年同期比８７.５％減)となりました。 

これは主に長・短借入金の純増額１５６百万円と自己株式の取得５８百万円及び配当金の支払６３百万を反映し

たものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前年同期比（％） 

コンサルティング・サービス 

（千円） 
560,907 150.3 

システム・インテグレーション・サ

ービス（千円） 
5,685,491 92.0 

システムマネージメントサービス

（千円） 
1,577,596 96.6 

合計（千円） 7,823,994 95.6 

品目 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

コンサルティング・サービス

（千円） 
633,583 106.4 344,718 109.3 

システム・インテグレーショ

ン・サービス（千円） 
4,788,673 73.7 3,094,722 100.8 

システムマネージメントサービ

ス（千円） 
1,124,197 92.6 1,016,206 89.8 

合計（千円） 6,546,454 78.8 4,455,646 98.6 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、事業活動そのものが、あらゆる産業分野にわたる専門業務知識と先進ＩＴ技術を応用するコンサルタント

及びシステム・エンジニアによる付加価値生産活動であり、研究開発は日常の事業活動を通じて絶えず実施されてい

ると言えますが、当期より①当社ビジネスモデル構造の変革②顧客企業の競争＆成長戦略強化（Ｂ２Ｂ）③ユビキタ

ス時代を見据えたＩＴ技術の生活化（Ｂ２Ｃ）をビジネスインキュベーションの３視点として設定し、研究・事業開

発活動に更なる注力をしてまいります。現在重点的に展開している研究開発テーマは次のとおりであり、当中間会計

期間における研究開発費の総額は４０，１０９千円となっております。 

（１）行政評価手法研究 

 現在戦略的に市場開発対象に取り上げている公共市場に対し、市町村合併コンサル/行政業務システム開発等の

当社既存営業品目に新たなサービスメニューを加味すべく取り組んだテーマで、当社が従来からノウハウとして開

発・所有していた“IKI-CS分析手法”を応用し、自治体の「行政評価（政策評価・施策評価・事務事業評価）」を

行なう独自の行政評価手法サービスの開発を進め、２７期の事業化を目指します。 

（２）ＷＥＢによる“マーケティングデータコンテンツ”マス販売受付システム開発 

 当社のひとつの特徴である“マーケティングサービス機能”及び過去数年オリジナルに測定・普及してきた“エ

コフードマーケティングデータ”等の実績・資源を活用し、ＷＥＢで幅広くデータデジタルコンテンツを低廉に提

供するサイトを構築し、デジタル・データ販売事業を本格化することで自社のビジネスモデル変革の一環としてい

く所存であります。初動として「食のMaDO」という食の安全性・環境意識にポイントを置いたサイトの形で本年 

１０月試行的に市場参入しております。 

（３） ユビキタス時代のサービス開発 

 ユビキタス時代における市場創造型のサービス開発を当社コアコンピタンス構築・強化のため当期より立ち上げ

ました。当中間期は多様な領域の中から当社にとって可能性の高い領域に絞込み、複数の事業企画アイデアを発想

いたしました。下期にはそれら個々の評価と選定されたアイデアの事業計画化を推進してまいります。具体的な事

業企画アイデアは次の２テーマであり、２７期以降のリアライズを目標としております。 

①食品の安全性を基軸としたトレーサビリティ情報公開システム 

②画像関連技術の利用価値事業開発 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前年同期比（％） 

コンサルティング・サービス 

（千円） 
543,714 153.3 

システム・インテグレーション・サ

ービス（千円） 
5,262,794 89.5 

システムマネージメントサービス

（千円） 
1,547,708 95.3 

商品販売（千円） 88,872 263.6 

合計（千円） 7,443,090 93.9 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

(注)当社は、平成15年9月30日現在自己株式を517,035株保有しておりますが、上記大株主の状況から除外しております。

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成15年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成15年12月19日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,034,660 13,034,660 日本証券業協会 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 13,034,660 13,034,660 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年４月１日～ 

平成15年９月30日 
－ 13,034,660 － 1,180,897 － 1,923,803 

平成15年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

安藤 多喜夫 神奈川県横浜市中区山手町9-10 2,067 15.86 

ＩＫＩ持株会 
東京都港区海岸３丁目22-23 

ＭＳＣセンタービル 
941 7.22 

財務大臣 東京都文京区湯島４丁目6-15 325 2.49 

西尾 富志江 東京都世田谷区南烏山５丁目22-2 278 2.14 

有限会社エム ビ エス 東京都世田谷区南烏山５丁目22-2 276 2.12 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21-24 265 2.04 

安藤 文男 神奈川県横浜市中区山手町10-1 209 1.60 

春日 正好 神奈川県川崎市麻生区王禅寺東３丁目20-8 203 1.56 

有限会社藤田中 東京都中央区銀座４丁目14-15-502 201 1.54 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目1-2 178 1.37 

計 － 4,944 37.93 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が６，０００株含まれております。また、 

   「議決権の数」欄に同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成15年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 517,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,871,000 11,871 同上 

単元未満株式 普通株式 646,660 － 同上 

発行済株式総数 13,034,660 － － 

総株主の議決権 － 11,871 － 

平成15年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

アイエックス・ナレッジ

株式会社 

東京都港区海岸三丁

目22番23号 
517,000 － 517,000 3.97 

計 － 517,000 － 517,000 3.97 

月別 平成15年４月 平成15年５月 平成15年６月 平成15年７月 平成15年８月 平成15年９月 

最高（円） 285 290 280 310 291 309 

最低（円） 251 255 262 280 280 282 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、公認会計士安藤正夫及び小島徹也両氏並びに朝日監査法人により中間監査を受けて

おり、当中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）の中間財務諸表について、朝日監査法人に

より中間監査を受けております。 

３.中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

現金及び預金   900,184     1,108,115     1,202,965    

受取手形   －     2,151     1,491    

売掛金   2,601,645     2,468,999     3,035,143    

たな卸資産   724,283     847,133     439,175    

仮払税金 ※２ 19,001     －     －    

繰延税金資産   437,256     341,950     291,549    

その他   237,690     270,738     412,360    

貸倒引当金   △61,800     △61,400     △61,900    

流動資産合計     4,858,260 50.7   4,977,687 52.1   5,320,784 53.2 

Ⅱ 固定資産                    

有形固定資産 ※１                  

建物 ※３ 618,827     480,857     518,173    

器具備品 ※３ 221,184     155,753     145,224    

土地 ※３ 397,468     291,467     332,917    

その他   73,461     4,958     47,323    

有形固定資産合計     1,310,942 13.7   933,035 9.8   1,043,638 10.4 

無形固定資産                    

ソフトウェア   35,048     215,184     30,927    

ソフトウェア仮
勘定   －     64,743     287,490    

その他   10,715     9,763     10,166    

無形固定資産合計     45,764 0.5   289,691 3.0   328,584 3.3 

投資その他の資産 ※１                  

投資有価証券   557,809     572,422     455,438    

賃貸建物等 ※３ 371,006     356,343     351,824    

賃貸土地 ※３ 1,283,451     1,324,901     1,283,451    

保険積立金   120,379     8,754     106,259    

保証金   286,492     281,341     286,382    

会員権   267,641     116,594     241,612    

繰延税金資産   625,911     700,304     730,792    

その他   31,017     72,753     26,414    

貸倒引当金   △177,900     △85,700     △171,100    

投資その他の資産
合計     3,365,809 35.1   3,347,716 35.1   3,311,074 33.1 

固定資産合計     4,722,516 49.3   4,570,443 47.9   4,683,297 46.8 

資産合計     9,580,777 100.0   9,548,131 100.0   10,004,082 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

買掛金   1,201,193     521,723     717,157    

短期借入金 ※４ 1,040,200     1,611,100     1,888,300    

一年内返済予定長
期借入金 

  49,600     250,200     83,200    

未払法人税等   7,099     6,976     8,131    

未払費用   644,560     709,117     699,366    

その他 ※５ 368,448     341,774     626,796    

流動負債合計     3,311,101 34.6   3,440,891 36.0   4,022,951 40.2 

Ⅱ 固定負債                    

長期借入金   79,200     373,900     107,600    

退職給付引当金   944,289     1,148,477     1,054,548    

役員退職慰労引当
金   284,450     178,300     311,700    

その他   15,182     17,002     15,188    

固定負債合計     1,323,121 13.8   1,717,679 18.0   1,489,036 14.9 

負債合計     4,634,222 48.4   5,158,571 54.0   5,511,987 55.1 

                     
（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     1,180,897 12.3   1,180,897 12.4   1,180,897 11.8 

Ⅱ 資本剰余金                    

資本準備金   1,923,803     1,923,803     1,923,803    

資本剰余金合計     1,923,803 20.1   1,923,803 20.1   1,923,803 19.2 

Ⅲ 利益剰余金                    

利益準備金   295,224     295,224     295,224    

任意積立金   1,856,479     1,104,863     1,856,479    

中間（当期）未処
理損失   251,569     60,345     663,841    

利益剰余金合計     1,900,133 19.8   1,339,742 14.0   1,487,861 14.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     4,815 0.1   110,390 1.2   6,432 0.1 

Ⅴ 自己株式     △63,094 △0.7   △165,273 △1.7   △106,899 △1.1 

資本合計     4,946,554 51.6   4,389,560 46.0   4,492,095 44.9 

負債・資本合計     9,580,777 100.0   9,548,131 100.0   10,004,082 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,926,891 100.0   7,443,090 100.0   16,742,714 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   6,874,758 86.7   6,316,245 84.9   14,629,874 87.4 

売上総利益     1,052,133 13.3   1,126,845 15.1   2,112,840 12.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,227,407 15.5   1,199,915 16.1   2,279,602 13.6 

営業損失     175,273 △2.2   73,070 △1.0   166,762 △1.0 

Ⅳ 営業外収益 ※２   38,221 0.5   47,736 0.7   74,648 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※1,3   36,408 0.5   65,938 0.9   83,654 0.5 

経常損失     173,460 △2.2   91,272 △1.2   175,767 △1.1 

Ⅵ 特別利益 ※４   25,715 0.3   11,139 0.2   28,655 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※５   360,300 4.5   86,364 1.2   705,138 4.2 

税引前中間(当期)
純損失     508,045 △6.4   166,497 △2.2   852,251 △5.1 

法人税、住民税及
び事業税   14,862     9,358     43,033    

法人税等調整額   △234,261 △219,398 △2.8 △91,411 △82,053 △1.1 △194,365 △151,331 △0.9 

中間(当期)純損失     288,647 △3.6   84,444 △1.1   700,919 △4.2 

前期繰越利益     37,077     24,114     37,077  

自己株式処分差損     －     15     －  

中間(当期)未処理
損失     251,569     60,345     663,841  

                     



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー        

税引前中間（当期）
純損失   △508,045 △166,497 △852,251 

減価償却費   102,940 94,770 202,013 

退職給付引当金増加
額   71,067 93,929 181,326 

役員退職慰労引当金
増加額（△減少額）   21,750 △133,400 49,000 

貸倒引当金増加額   16,100 14,631 9,400 

受取利息及び受取配
当金   △5,970 △5,580 △9,297 

支払利息   8,731 15,297 22,292 

保険解約損   － 23,814 － 

固定資産除売却損   96,174 1,629 130,331 

ホテル事業撤退損   － － 111,412 

投資有価証券評価損   42,336 27,433 177,791 

投資有価証券売却益   △3,517 △11,139 △6,457 

関係会社清算益   △25,715 － △25,715 

会員権評価損   － 19,387 26,028 

会員権退会損   － 2,100 － 

売上債権の減少額   691,574 542,545 256,586 

たな卸資産の増加額   △287,644 △407,958 △2,535 

仕入債務の減少額   △173,992 △195,434 △658,027 

未払消費税等の増加
額（△減少額）   △31,760 18,139 △21,893 

その他債権の増加額   △49,033 △13,379 △19,097 

その他債務の増加額
（△減少額）   △96,039 △281,415 207,299 

その他固定負債増加
額   12,356 1,814 12,362 

小計   △118,687 △359,313 △209,433 

利息及び配当金受取
額   5,820 5,586 9,204 

利息支払額   △9,374 △16,122 △25,368 

法人税等支払額   △173,817 △11,083 △358,336 

法人税等還付額   － 176,381 － 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー   △296,058 △204,551 △583,935 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー        

定期預金の預入によ
る支出   △100,000 － △100,000 

有価証券の取得によ
る支出   △5,000 △23,803 △36,098 

有価証券の売却によ
る収入   10,849 31,482 14,352 

有価証券の満期によ
る収入   － 34,500 － 

固定資産の取得によ
る支出   △231,259 △5,533 △509,970 

固定資産の売却によ
る収入   1,260 72 5,147 

子会社の清算による
収入   80,000 － 80,000 

短期貸付金の貸付に
よる支出   △35,000 － △60,000 

短期貸付金の回収に
よる収入   18,350 － 45,000 

長期貸付金の貸付に
よる支出   － △50,000 △5,000 

長期貸付金の回収に
よる収入   6,648 6,609 21,996 

保険積立金の解約に
よる収入   － 74,891 － 

その他の投資等の回
収による収入   103,568 6,839 119,316 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー   △150,583 75,056 △425,257 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー        

短期借入による収入   2,000,000 1,500,000 4,340,000 

短期借入金の返済に
よる支出   △1,633,800 △1,777,200 △3,125,700 

長期借入による収入   200,000 500,000 300,000 

長期借入金の返済に
よる支出   △172,200 △66,700 △210,200 

自己株式の取得によ
る支出   △48,875 △58,514 △92,680 

自己株式の売却によ
る収入   － 125 － 

配当金の支払額   △67,111 △63,066 △68,074 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー   278,012 34,644 1,143,344 

         
 



   
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額）   △168,629 △94,849 134,151 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高   968,813 1,102,965 968,813 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高   800,184 1,008,115 1,102,965 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
  
  

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．資産の評価基準及び (1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

評価方法 関連会社株式 子会社株式及び関連会

社株式 

関連会社株式 

  移動平均法による原

価法 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定） 

同左  決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原

価法 

同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

    ―――――― 商品 商品 

    移動平均法による原

価法 

同左 

  仕掛品 仕掛品 仕掛品 

  個別法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

  定率法 同左 同左 

  

  

 ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を

除く）については、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

  建物及び構築物  

６～47年 

建物及び構築物  

３～47年 

建物及び構築物  

３～47年 

  器具備品     

４～20年 

器具備品     

４～20年 

器具備品     

４～20年 

 



  
  
  

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  営業権  ―――――― 営業権 

   商法の規定する最長

期間（５年間）にわた

る均等償却 

  商法の規定する最長期

間（５年間）にわたる

均等償却 

  ソフトウェア ソフトウェア ソフトウェア 

   自社利用のソフトウ

ェアについては、社内

における利用可能期間

（５年）に基づく定額

法 

同左 同左 

  (3）長期前払費用 (3） ―――――― (3）長期前払費用 

  定額法   定額法 

  (4）投資その他の資産 (4）投資その他の資産 (4）投資その他の資産 

  賃貸建物等 同左 同左 

  定率法    

  

  

 ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を

除く）については、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

  

  

 

  建物及び構築物  

８～39年 

   

  器具備品     

６～８年 

   

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

 



  
  
  

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  

  

  

  

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差

異（358,147千円）につい

ては、５年による按分額

を特別損失として処理し

ております。 

 過去勤務債務は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11

年）による定額法により

按分した額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

（11年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

同左 

  

  

  

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異（358,147千円）につい

ては、５年による按分額

を特別損失として処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

（11年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

  (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく当中間期末要支給額

の全額を計上しておりま

す。 

同左  役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の全額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方

法 

  

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

 



会計方針の変更 

  
  
  

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

――――――― ――――――― 
（自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準） 

   

 「自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号）が平成14年４月１日以降

に適用されることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準によ

っております。これによる当事業年

度の損益に与える影響は軽微であり

ます。 

   

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

    （１株当たり情報） 

   

 「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）が平成14年４

月１日以降開始する事業年度に係る

財務諸表から適用されることになっ

たことに伴い、当事業年度から同会

計基準及び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響について

は、１株当たり情報に記載しており

ます。 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

――――――― ――――――― 

 当中間会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１号）を適

用しております。 

 これによる当中間会計期間の損益

に与える影響は軽微であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間末における

中間貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 

有形固定資産 1,105,791千円 

投資その他の

資産 
457,094千円 

有形固定資産 636,384千円 

投資その他の

資産 
529,726千円 

有形固定資産 634,293千円 

投資その他の

資産 
474,260千円 

※２．仮払税金 ※２．   ────── ※２．   ────── 

19,001千円    

法人税の更正処分により納付したも

のであり、更正処分取消訴訟（東京

地方裁判所）し、現在係属中であり

ます。 

    

※３．用途変更に伴い、有形固定資

産の「建物」337,052千円及び

「器具備品」33,953千円を投

資その他の資産の「賃貸建物

等」へ、有形固定資産の「土

地」1,283,451千円を投資その

他の資産の「賃貸土地」へそ

れぞれ振替えております。 

※３．用途変更に伴い、有形固定資

産の「建物」59,984千円を投

資その他の資産の「賃貸建物

等」へ、有形固定資産の「土

地」41,450千円を投資その他

の資産の「賃貸土地」へそれ

ぞれ振替えております。 

※３．用途変更に伴い、有形固定資

産の「建物」337,052千円及び

「器具備品」33,953千円を投

資その他の資産の「賃貸建物

等」へ、有形固定資産の「土

地」1,283,451千円を投資その

他の資産の「賃貸土地」へそ

れぞれ振替えております。 

※４．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行９行

と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

※４．   同左 ※４．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行９行

と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく

当会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度

額の総額 
3,250,000千円 

借入実行残高 940,200千円 

差引額 2,309,800千円 

当座貸越極度

額の総額 
3,700,000千円 

借入実行残高 1,311,100千円 

差引額 2,388,900千円 

当座貸越極度

額の総額 
3,600,000千円 

借入実行残高 1,813,300千円 

差引額 1,786,700千円 

※５．消費税等の取扱い ※５．消費税等の取扱い ※５．   ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

同左  



（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

有形固定資産 69,967千円 

無形固定資産 13,519千円 

投資その他の

資産 
19,453千円 

有形固定資産 48,567千円 

無形固定資産 28,882千円 

投資その他の

資産 
17,320千円 

有形固定資産 141,250千円 

無形固定資産 22,002千円 

投資その他の

資産 
38,760千円 

※２．営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※２．営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※２．営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 1,046千円 

受取配当金 4,666千円 

賃貸収入 15,835千円 

受取利息 1,226千円 

受取配当金 4,129千円 

賃貸収入 30,831千円 

受取利息 2,113千円 

受取配当金 6,665千円 

賃貸収入 39,878千円 

※３．営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※３．営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※３．営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 8,731千円 

賃貸収入原価 25,194千円 

支払利息 15,297千円 

賃貸収入原価 26,013千円 

保険解約損 23,814千円 

支払利息 22,292千円 

賃貸収入原価 49,689千円 

保険解約損 9,894千円 

※４．特別利益の内訳は関係会社清

算益であります。 

※４．特別利益の内訳は投資有価証

券売却益であります。 

※４．特別利益のうち重要なものは

次のとおりであります。 

          関係会社清算益 25,715千円 

※５．特別損失のうち重要なものは

次のとおりであります。 

※５．特別損失のうち重要なものは

次のとおりであります。 

※５．特別損失のうち重要なものは

次のとおりであります。 

固定資産売却損 3,108千円 

固定資産廃棄損 123,333千円 

退職給付会計基

準変更時差異償

却 

35,814千円 

事業所移転費用 139,628千円 

投資有価証券評

価損 
42,336千円 

会員権評価損 16,078千円 

固定資産売却損 219千円 

固定資産廃棄損 1,410千円 

退職給付会計基

準変更時差異償

却 

35,814千円 

関係会社株式評

価損 
27,360千円 

会員権評価損 19,387千円 

     

固定資産売却損 3,108千円 

固定資産廃棄損 157,491千円 

退職給付会計基

準変更時差異償

却 

71,629千円 

事業所移転費用 139,628千円 

投資有価証券評

価損 
177,791千円 

会員権評価損 35,327千円 

ホテル事業撤退

損 

120,162千円 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） 

現金及び預金勘

定 
900,184千円 

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△100,000千円 

現金及び現金同

等物 
800,184千円 

現金及び預金勘

定 
1,108,115千円 

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△100,000千円 

現金及び現金同

等物 
1,008,115千円 

現金及び預金勘

定 
1,202,965千円 

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△100,000千円 

現金及び現金同

等物 
1,102,965千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 12,456 9,134 3,321 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具備品 18,246 12,590 5,655 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

器具備品 18,246 10,766 7,480 

 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,491千円 

１年超 830千円 

合計 3,321千円 

１年内 1,988千円 

１年超 3,667千円 

合計 5,655千円 

１年内 3,234千円 

１年超 4,246千円 

合計 7,480千円 

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,245千円 

減価償却費相当額 1,245千円 

支払リース料 1,824千円 

減価償却費相当額 1,824千円 

支払リース料 2,877千円 

減価償却費相当額 2,877千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成14年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について42,336千円減損処理を行っております。

なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％以上50％未満下落した場合には内規に基づき減損処理を行っております。 

２．時価のない有価証券の主な内容 

当中間会計期間末（平成15年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について73千円減損処理を行っております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％以上50％未満下落した場合には内規に基づき減損処理を行っております。 

２．時価のない有価証券の主な内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 272,835 281,144 8,309 

合計 272,835 281,144 8,309 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 162,260 

非上場転換社債（店頭売買転換社債を除く） 34,500 

(2）関連会社株式 79,905 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 249,004 435,316 186,312 

合計 249,004 435,316 186,312 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 62,560 

(2）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 20,000 

関連会社株式 54,545 



前事業年度末（平成15年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について128,651千円減損処理を行っております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％以上50％未満下落した場合には内規に基づき減損処理を行っております。 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

  

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 187,615 198,472 10,857 

合計 187,615 198,472 10,857 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 142,560 

非上場転換社債（店頭売買転換社債を除く） 34,500 

(2）関連会社株式 79,905 

 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

関連会社に対する投資の

金額（千円） 
15,000 17,000 15,000 

持分法を適用した場合の

投資の金額（千円） 
－ － － 

関連会社の債務超過額の

うち持分に負担させるべ

き金額（千円） 

△25,000 △63,078 △45,000 

持分法を適用した場合の

投資損失の金額（千円） 
△20,449 △20,078 △40,449 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１株当たり純資産額 383円81銭

１株当たり中間純損失

金額 
22円28銭

１株当たり純資産額 350円67銭

１株当たり中間純損失

金額  
6円70銭

１株当たり純資産額 352円83銭

１株当たり当期純損失

金額 
54円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等を発行していないため

記載しておりません。 

 また、１株当たり情報の計算につ

いては、当中間期は自己株式を控除

して算出しております。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前事業年度に適用して算定した場合

の１株当たり情報に影響はありませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失金額が計上されてお

り、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

 なお、これによる影響は軽微であ

ります。 

     

 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 288,647 84,444 700,919 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
288,647 84,444 700,919 

期中平均株式数（株） 12,953,371 12,603,103 12,880,548 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

――――――― 子会社の設立について 

 平成15年12月9日付で株式会社マツ

ヤデンキの子会社「アイ・ティ・ジ

ェイ株式会社」と営業譲渡に関する

覚書を締結し、平成15年12月16日付

で営業の譲り受けを目的とした当社

100%出資子会社「アイ・ティ・ジャ

パン株式会社」を設立いたしまし

た。 

――――――― 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  （１）新設子会社の概要 

⑧当社との資本関係、人的関係、取引関

係の概要 

①商号 
アイ・ティ・ジャパン株式

会社 

②設立年月

日 
平成15年12月16日 

③本店所在

地 

東京都品川区南品川2丁目8

番22号 

④代表者 
代表取締役社長 香下健次

郎 

⑤資本金 50,000千円 

⑥大株主 
アイエックス・ナレッジ㈱

100％ 

⑦事業内容 情報サービス 

資本的関

係 
当社全額出資により設立。 

人的関係 
役員の兼任4名（当社役員2

名、当社従業員2名） 

取引関係 
資金援助、営業上の取引

（予定） 

⑨従業員の

状況 
100名（予定） 

  

  （２）営業の譲受け相手会社 

⑧当社との資本関係、人的関係、取引関

係の概要 

①商号 
アイ・ティ・ジェイ株式会

社 

②設立年月

日 
昭和55年4月7日 

③本店所在

地 

東京都品川区南品川2丁目8

番22号 

④代表者 代表取締役社長 平井真司 

⑤資本金 90,000千円 

⑥大株主 

 

 

 

㈱マツヤデンキ 

78.4％ 

アイエックス・ナレッジ㈱ 

16.7％ 

⑦事業内容 情報サービス 

資本的関

係 
当社出資比率16.7％ 

人的関係 
役員の兼任2名（当社従業員

2名） 

取引関係 営業上の取引 

⑨従業員の

状況 
約150名 

  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第25期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）平成15年６月26日関東財務局長に提出 

（2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間 （自 平成15年３月１日 至 平成15年３月31日） 平成15年４月８日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年４月１日 至 平成15年４月30日） 平成15年５月８日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年５月１日 至 平成15年５月31日） 平成15年６月６日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年６月１日 至 平成15年６月26日） 平成15年７月11日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年６月26日 至 平成15年６月30日） 平成15年７月11日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年７月１日 至 平成15年７月31日） 平成15年８月８日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年８月１日 至 平成15年８月31日） 平成15年９月10日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年９月１日 至 平成15年９月30日） 平成15年10月10日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年10月１日 至 平成15年10月31日） 平成15年11月10日関東財務局長に提出 

 報告期間 （自 平成15年11月１日 至 平成15年11月30日） 平成15年12月11日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



中 間 監 査 報 告 書 

    平成14年12月20日

アイエックス・ナレッジ株式会社  

  代表取締役社長 安藤 文男 殿  

  安藤公認会計士事務所  

      公認会計士 安藤 正夫  印 

  小島公認会計士事務所  

      公認会計士 小島 徹也  印 

  朝 日 監 査 法 人  

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 佐藤 正典  印 

  関与社員   公認会計士 高田 重幸  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイエック

ス・ナレッジ株式会社の平成14年４月１日から平成15年３月31日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成14年４月１

日から平成14年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、私たちは、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施

すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において私たちは、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査

に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財務諸表の

表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定めるところに

準拠しているものと認められた。 

 よって、私たちは、上記の中間財務諸表がアイエックス・ナレッジ株式会社の平成14年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たち又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、当社（半期報告書提出会社）が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間会計期間の中間監査報告書に 

   記載された事項を電子化したものであります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成15年12月19日

アイエックス・ナレッジ株式会社  

  取締役会 御中  

  朝 日 監 査 法 人  

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 神 谷  英 一  印 

  関与社員   公認会計士 高 田  重 幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイエ

ックス・ナレッジ株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平

成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アイエックス・ナレッジ株式会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

  が別途保管しております。 


